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科学技術・学術政策局
産業連携・地域支援課
地域支援室長

生田知子
いくたともこ●1998年科学技術庁入
庁。文部科学省大学官房会計課、文部科
学省大臣官房政策課評価室長・対話型
政策形成室長、内閣府特命担当大臣秘
書官などを経て、2017年10月より現職。

　
文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
政
策

局
は
、
地
域
に
お
け
る
科
学
技
術
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進
に
よ
る
地
方
創
生

に
取
り
組
ん
で
い
る
。
こ
こ
で
は
、
研

究
機
関
で
あ
る
大
学
を
支
援
す
る
代
表

的
な
３
つ
の
事
業
を
紹
介
す
る
。

　
2
0
1
9
年
度
か
ら
新
た
に
始
ま
る

も
の
と
し
て
「
科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
に
よ
る
地
域
社
会
課
題
解
決
」

（
I
N
S
P
I
R
E
）
事
業
が
あ
る
。

こ
れ
ま
で
の
地
域
×
科
学
技
術
の
施
策

は
、シ
ー
ズ
発
想
（
大
学
が
持
つ
研
究
・

開
発
力
を
地
域
の
産
業
創
出
に
向
け
て

展
開
す
る
）
の
も
の
が
多
か
っ
た
が
、

こ
れ
は
ニ
ー
ズ
発
想（
地
域
の
困
り
事

に
対
し
て
大
学
の
研
究
力
を
マ
ッ
チ
ン

グ
さ
せ
る
）と
な
っ
て
い
る
の
が
特
徴
。

　
こ
の
事
業
で
は
、
最
初
に
自
治
体
と

大
学
が
中
心
と
な
っ
て
、
地
元
企
業
、

金
融
機
関
、
N
P
O
、
地
元
の
高
校
生

な
ど
と
チ
ー
ム
を
組
ん
で
議
論
し
、
目

指
す
べ
き
地
域
の
将
来
像
を
描
い
た
未

来
社
会
ビ
ジ
ョ
ン
を
設
定
す
る
。
そ
の

実
現
に
向
け
課
題
を
洗
い
出
し
、
解
決

策
に
大
学
の
研
究
シ
ー
ズ
を
役
立
て
る

計
画
を
立
て
る
。
審
査
に
通
っ
た
計
画

に
試
行
実
験
の
た
め
の
資
金
が
補
助
さ

れ
る
。
チ
ー
ム
を
組
む
自
治
体
の
規
模

は
市
町
村
レ
ベ
ル
で
も
構
わ
な
い
。
ま

た
、
複
数
の
自
治
体
、
大
学
が
計
画
に

参
画
す
る
こ
と
も
認
め
ら
れ
て
い
る
。

　
一
方
で
シ
ー
ズ
発
想
の
事
業
と
し
て

は
2
0
1
6
年
度
か
ら
始
め
た
「
地
域

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
エ
コ
シ
ス
テ
ム
形

成
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
が
あ
る
。
地
方
大
学

が
持
つ
優
れ
た
コ
ア
技
術
の
事
業
化
を

５
年
間
に
渡
っ
て
支
援
す
る
も
の
だ
。

大
学
は
研
究
・
開
発
に
は
熱
心
だ
が
、

そ
れ
を
事
業
展
開
す
る
ノ
ウ
ハ
ウ
に
乏

し
い
。
そ
の
た
め
、
民
間
企
業
で
の
新

規
事
業
立
ち
上
げ
経
験
者
、
知
財
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
な
ど
を
含
む
事
業
プ
ロ

デ
ュ
ー
ス
チ
ー
ム
の
創
設
が
求
め
ら
れ

る
が
、
ノ
ウ
ハ
ウ
を
持
っ
た
人
材
を
招

聘
で
き
る
こ
と
が
本
事
業
の
大
き
な
メ

リ
ッ
ト
だ
。

　
こ
れ
ら
2
つ
が
大
学
等
が
対
象
な
の

に
対
し
て
、「
研
究
成
果
最
適
展
開
支

援
プ
ロ
グ
ラ
ム
」（
A-

S
T
E
P
）
は
、

研
究
者
個
人
が
対
象
の
事
業
だ
。
研
究

者
が
持
つ
シ
ー
ズ
と
、
企
業
の
ニ
ー
ズ

が
合
致
す
る
か
を
確
認
す
る
試
験
研
究

を
支
援
す
る
。
基
礎
研
究
を
支
援
す
る

科
研
費
と
は
異
な
り
、
本
格
的
な
産
学

の
共
同
研
究
開
発
に
つ
な
げ
る
こ
と
を

目
的
と
し
て
い
る
。
現
状
、
地
方
大
学

の
研
究
者
に
大
き
な
資
金
が
渡
り
に
く

く
な
っ
て
い
る
が
、
こ
の
事
業
で
は
特

に
地
方
大
学
の
若
手
・
中
堅
研
究
者
が

多
く
採
択
さ
れ
て
い
る
と
い
う
。

　
こ
こ
で
紹
介
し
た
事
業
は
、国
公
立
、

私
立
を
問
わ
ず
応
募
が
可
能
な
の
で
、

積
極
的
な
活
用
を
考
え
た
い
。

2
0
1
9
年
度
か
ら

ニ
ー
ズ
発
想
の
事
業
を
開
始

地
域
科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
施
策

大
学
の
科
学
技
術
を

地
域
振
興
に
つ
な
げ
る

地域科学技術イノベーション施策の大学に関わる主な事業例
ーー「地域科学技術イノベーション」とは何か？
　端的に言うと「地方創生に科学技術イノベー
ション活動を結びつけること」です。「まち・ひと・し
ごと創生法」の流れも受け、2016年に決定され
た第5期科学技術基本計画では、「地方創生」
に資するイノベーション・システムの構築が、基本
方針の1つの柱です。文科省では2021年度か
ら始まる第6期科学技術基本計画の策定に向
けて、科学技術・学術審議会の下に地域科学
技術イノベーション推進委員会を設置し、地方自
治体、大学、産業界で活動する組織にヒアリン
グを行って現場の課題を把握し、そこから教訓を
引き出し、今後の地域科学技術イノベーション
のあり方について毎月議論を重ねてきました。
ーー地域イノベーションの課題は何か？
　地方の現場では「イノベーション」は遠い存在
で、現実味がないことです。20年以上も前から
地域の産学連携に取り組んできましたが、未だ
難しい。自治体は「イノベーションは、大学や余
裕がある自治体が考えること。それより目の前の
税収・人手不足などの課題に対処しなければ」、
大学は「論文を書くのが精一杯で、地域貢献ま
では考えられない」、産業界は「苦しい地方中小
企業の支援が最優先」といったことが本音で
しょう。しかし、人口減少や高齢化が進んでいる
地域こそ、技術、文化、風土など身近で特有の
地域資源の活用により、状況を打破できる可能
性が高いのです。地域の現場の目をイノベー
ションに向けるためには、まずは「地域の構成員
が一個人として、デザイン思考でその地域をどの
ような社会にしたいのかを議論し、みんながその
将来ビジョンを共有すること」が重要です。
ーー大学に期待する役割は？

　研究活動と人材育成機能はもちろんですが、
私は大学の「地域での中立的な存在」としての
意義にも期待しています。というのも、イノベー
ションといえば「技術革新」がクローズアップされ
がちですが、本来はさまざまな新結合そのものを
指すものです。地域の中で新結合を生み出そう
とする場合、一企業よりも、中立的な立場の大
学が中心になって周辺を巻き込んでいくほうが、
イノベーション創出にうまくつながるのではないで
しょうか。例えば、これまで職人肌の創業者が営
んできた地場産業が事業継承されるタイミングで
大学の技術力を投入し、新たな事業展開につな
げる形態もイノベーションと考えます。大学には

「0→1」を生み出すようなベンチャーを創出する
だけでなく、そうした地域の“接着剤”の役割も期
待しています。
ーー2019年度の施策の目玉は？
　2019年度からスタートするINSPIRE事業で
す。イノベーションによる地域の課題解決のサイ
クルを回す活動を支援する本事業では、前述の
ような問題意識から、まずその地域社会の未来ビ
ジョンの議論を求めています。また、そのために
は、プレイヤー層として意欲ある構成員が、組織
等の壁を超えて相互連携し、役割分担しつつ最
強のチームワークが機能する創造型の実働コ
ミュニティ（Actors-Based-Community：ABC）を
つくることが要となると考えています。大学におけ
る人文社会系と自然科学系の研究者の連携は
もちろん、多様なセクターの現場の知の結集によ
り、地域の社会課題が解決され、さらにはSDGｓ
の目標達成にもつながることを期待しています。
ーー教員が積極的に参加するための課題は？
　大学の使命は教育・研究・社会貢献ですが、現
状では教員の評価は論文数や特許数などが中心
です。「地域社会が豊かになることに対して、どれ
だけ貢献したか」という点も、客観的な指標を設け
て評価していくことが必要で、優秀な研究者が
もっと地域に根差した活動に従事することがイン
センティブとなるしくみがあるとよいと思います。
　また、地域の困り事を解決するための技術を地
元の大学が持っていない場合は、地域外の大学
等から提供してもらう必要があるでしょう。その意
味では、地域内で閉じずに、例えば東京圏の大学
が持つポテンシャルも活用するような事業提案も
当然あってしかるべきと考えています。

地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に

大
学
の
研
究
は

ど
う
貢
献
で
き
る
か
？

文科省
に聞く！

特集●これからの地域連携

文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
政
策
局
は
、科
学
技
術
に
よ
る
地
域
振
興
の
施
策
を
行
う
組
織
だ
。

こ
こ
で
は
、同
政
策
局
が
担
当
す
る
、大
学
と
自
治
体
の
連
携
促
進
支
援
事
業
を
紹
介
す
る
。

事業名 概要 資金の流れ申請主体 支援額規模
2019年度予算
※（  ）内は
2018年度予算

36.33億円
（30.93億円）
＊事業期間：
5年間

1地域当たり
１～1.4億円
程度／年×5年
＊採択例は
左ページ参照

試験研究タイプ
：300万円／年、
実証研究タイプ：
1000万円／年

▶大学等および自治体が事業化
経験を持つ人材を中心とした事業
プロデュースチームを創設、専門機
関を活用した市場・特許分析を踏
まえて事業化計画を策定、大学
シーズ等の事業化（5年以内）を目
指す、シーズプッシュ型の事業▶最
終目標は民間資金等の獲得（民間
への技術移転、地元企業による事
業化、ベンチャー企業創出と成長）

地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

・エ
コ
シ
ス
テ
ム

形
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

研
究
成
果
最
適
展
開
支
援

プ
ロ
グ
ラ
ム

（
A
‐
S
T
E
P
）

70.83億円
（76.74億円）
＊事業期間：
１年間

▶特定の分野やテーマを設定せ
ず、全国の大学等の尖った技術
シーズを基に、実用化を目指し研
究開発を行う技術移転プログラ
ム。研究者個人を支援する事業▶
企業との共同研究が条件▶現在
機能検証フェーズとして「試験研
究」または「実証研究」を支援

大学等と自治体
（都道府県または

政令指定都市）
の連名

大学等の
研究者

国
↓

大学・研究開発
法人および

自治体が指定
する機関等

国
↓

JST（科学技術
振興機構）

↓
大学・国立研究

開発法人・企業等

詳細検討中

科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に

よ
る
地
域
社
会
課
題
解
決

（
I
N
S
P
I
R
E
）

4500万円
（新規）
＊事業期間：
１年間
＊今年度は
フィジビリティ
として実施

大学等と自治体
（市町村含む）
の連名

▶地域の課題について大学の科
学技術を使って解決を図るスキー
ム構築を支援する、ニーズプル型
事業▶大学と自治体だけでなく、
地域の将来を担う高校生を含む
地域の多様なステークホルダー

（企業、金融機関、NPOなど）の参
加も求め、地域コミュニティによる
社会課題解決サイクルを構築する

国
↓

大学・研究開発
法人および

自治体
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政策動向 3

文
科
省

＊文部科学省資料を基に編集部で作成
＊1 Science and Technology Innovative Solutions for Social Problems In Regions.但し名称については、今後変更予定

地域イノベーション・エコシステム形成プログラム採択一覧

東北大学 × 宮城県

2
0
1
8
年
度

＊3 2016年度は4事業（(一社)つくばグローバル・イノベーション推進機構×茨城県、静岡大×浜松市、九州大×福岡県、九州工業大×北九州市）が、2017年度は10事業（東京工業大×川崎市、福井大×福井県、山
梨大×山梨県、信州大×長野県、三重大×三重県、神戸大×神戸市、山口大×山口県、香川大学×香川県、愛媛大×愛媛県、熊本大×熊本県）が採択されている。

大学等 × 自治体 テーマ
ナノ界面技術によるMn系Liフルインターカレー
ション電池の革新とそれによる近未来ダイバー
シティ社会の実現

あいち次世代自動車イノベーション・エコシステ
ム形成事業～100年に1度の自動車変革期を
支える革新的金型加工技術の創出～

有機材料システムの「山形」が展開するフレキ
シブル印刷デバイス事業創成

神奈川発「ヘルスケア・ニューフロンティア」先
導プロジェクト

楽して安全、振動発電を用いた電池フリー無線
センサの事業化とその応用展開

山形大学 × 山形県

神奈川県立産業
技術総合研究所

金沢大学 × 石川県

名古屋大学 × 愛知県

× 神奈川県

＊3

＊2「科学技術イノベーションによる地域社会課題解決」（INSPIRE）事業は2019年４月下旬をめどに、公募がスタートする予定 取材・文／本間学　撮影／亀井宏昭

＊2


